
評価調査結果要約表 
 

1．案件の概要 

国名：スリランカ国 案件名：スリランカ国省エネルギー普及促進計画プロジェクト 

分野：エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：スリランカ

事務所 

協力金額（2009 年 9 月 30 日時点）： 3.6 億円 

相手国実施機関：スリランカ持続可能エネルギー推進機構（Sri 

Lanka Sustainable Energy Authority: SLSEA） 

日本側協力機関：電源開発株式会社 

協力期間 （R/D）：2008 年 2月 11 日 他の連携協力： 

3 年（2008 年 5月 1日-2011 年 4 月 30 日） 

1-1. 協力の背景と概要 

スリランカ国の一次エネルギー供給は、伝統的なバイオマスが 48%と非常に高い比率を占

めている(2007 年)。一方、商業的に流通しているエネルギーは、水力以外は全量を輸入石

油に依存している。また電力供給についてみると、発電電力量の 62%を輸入石油に依存して

いる。このためスリランカの電気料金は他のアジア諸国に比べて高く、特に海外市場にお

いて他のアジア諸国と競合する輸出産業の競争力を阻害する原因となっている。また、新

規の発電所開発にも限界があることから、将来深刻な電力供給不足に直面する可能性があ

る。このような背景から、今後もスリランカが経済成長を続けるためには省エネルギー（以

下、省エネ）の推進は緊急の課題であった。 

2006 年 10 月に制定された「National Energy Policy and Strategies of Sri Lanka」で

は、一次エネルギーの供給能力増強と多様化に加え、省エネの普及がスリランカのエネル

ギー分野における重要課題であると認識されている。また、2007 年 9 月には「スリランカ

持続可能エネルギー推進機構法」が制定され、省エネ対策機関として、「スリランカ持続可

能エネルギー推進機構(SLSEA)」が設立された。 

同法では、省エネ政策の立案・普及、エネルギー需要管理、省エネに資する技術革新、

省エネ表示の義務付け、一般住民への啓蒙活動、エネルギー管理士・診断士の認証などが

義務付けられている。 

このような政策的背景を受け、同国は省エネに関する我が国の進んだ技術および知見を

導入したいとして、技術協力プロジェクト「省エネルギー普及促進プロジェクト」を要請

した。要請は 2006 年 8月に採択され、2度の事前調査を経て、2008 年 5月より 3ヵ年の計

画で技術協力が実施されている。 

 

1-2. 協力内容 

(1) 上位目標 

エネルギー消費効率の高い社会が実現する。 

(2) プロジェクト目標 

省エネ活動を促進するために必要な基盤（政策、人材、奨励制度、省エネ意識）が整備

される。 

 



(3) 成果（アウトプット） 

１．SLSEA 法施行に必要な資源（政策、人材、機材、資料）が整備される。 

２．省エネを促進させるためのインセンティブ制度が整備される。 

３．一般家庭、私企業、公共セクターの省エネに関する意識が向上する。 

 

(4) 投入（2009 年 10 月初旬時点） 

日本側： 

 専門家 10 名 (統括・省エネ政策・行政/省エネ普及促進・資金検討/省エネ監査・管

理技術・機材/ラベリング・ESCO1/IT・技術/電力分野・需要側マネジメント/省エネ

政策・カウンターパート研修/エネルギー管理メカニズム/CDM2開発支援) 

 機材（測定機器） 

 カウンターパート本邦研修(合計 7名) 

 その他の活動経費 

相手国側： 

 カウンターパートの配置(合計 14 名) 

 日本人専門家の執務室、同室の家具・電話など 

 その他の活動経費 

2. 評価調査団員の概要 

調査者 

 

 

団   長    志村哲  JICA スリランカ事務所 所長 

協力計画１    戸村浩之 JICA 産業開発部 副調査役 

協力企画１    原   毅 JICA スリランカ事務所 所員 

協力企画２    セーラシンハ JICA スリランカ事務所 所員 

評価分析      田村智子 (株)かいはつマネジメント・コンサルティング 

Mr. M M C Ferdinando    電力エネルギー省次官 

Mr. Sulakshana Jayawardana  電力エネルギー省アシスタントディレクター 

Ms. Chrishanti Hapugoda     大蔵省対外援助局ディレクター 

Mr. Chandana Samarasinghe   SLSEA ディレクター・ジェネラル 

調査期間 2009 年 9月 22 日～10月 13 日 評価の種類：中間レビュー 

3．評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

(1) プロジェクトの成果の達成状況 

① 成果 1の達成状況 

成果 1 は遅延なく達成されつつある。CFL（小型蛍光灯）の省エネ表示の義務付け制度

がすでに導入されたこと、大規模消費者を対象とするエネルギー消費年次報告やエネルギ

ー診断の義務付け、エネルギー管理士とエネルギー診断士の認証制度、天井扇風機とバラ

ストの省エネ表示の義務付け制度のいずれもの準備が進んでおり、すべての制度が 2010

年内には導入される予定である。これらのことから、協力期間終了時までに成果 1が達成

される可能性は高いが、今後の活動実施においては、以下の点にさらなる注意を払う必要

がある。 

 上述の諸制度をすみやかに導入するためには、内閣承認の取り付けや官報の作成など

法制度施行のために必要な手続きと、ガイドラインや基準の設置などの技術的な検証

                                                   
1 エネルギー・サービス会社 
2 クリーン開発メカニズム 



が同時並行してタイムリーに進むよう留意する。 

 エネルギー消費報告・エネルギー診断の義務付けは、適当なレベルのペナルティを伴

うものとする。 

 天井扇風機の省エネ表示の義務付けのすみやかな導入のためには、法制度の施行に遅

れることなく、試験施設の設置準備を進める。     

 

② 成果 2の達成状況 

成果 2を達成すべく準備が進められているが、現在のところいずれも目に見える成果に

つながっていないことから、協力期間終了後までに成果 2が達成されるかどうかに関して

はやや懸念が残る。成果 2を協力期間終了時に達成するには、省エネ事業への投資を奨励

するための融資制度の開発や改善、およびエネルギー効率の高い CFL を普及させるための

インセンティブ制度やパイロット・プロジェクトの導入を早期に実現する必要がある。 

なお、成果 2の達成に関して下記(a)(b)のような課題が認められた。 

(a) 省エネ事業への投資を奨励するための融資制度の開発や改善の停滞 

下表は 2006-2008 年に実施された円借款事業「環境対策支援事業 II」（省エネを含む

環境改善事業への低金利の融資制度）の省エネ事業への利用者数と合計融資額を示して

いる。同表からは、2007 年は 2006 年に比べて利用が大幅に増加したことがわかる。2007

年に融資対象となった省エネ事業 10 件中 7 件は紅茶産業による事業であり、これは

SLSEA が実施した紅茶産業を対象とした啓蒙・トレーニングにおいて、同産業における

省エネ事業実施の成功例やモーターにインバーターを取り付けるといった確立した省

エネ技術を事業主に紹介したことが有効に作用した結果である。2008 年には同融資制

度の資金が残り尐なくなり、融資が制限されたため、省エネ事業への融資件数は再び減

尐した。なお、同事業における省エネ事業への融資総額は、公害防止事業など他の分野

の事業を含めた全融資総額のわずか約 3%であった。 

表１：「環境対策支援事業 II」の省エネ事業への活用件数および金額 
年 2006 年 2007 年 2008 年 

活用件数 2 10 4 

合計金額 12,360,000 ルピー 107,212,944 ルピー 18,702,850 ルピー 

(出所：プロジェクト・チーム) 

「環境対策支援事業 II」の先行事業である「環境対策支援事業 I」は 2008 年に終了

した。同事業のリボルビング・ファンド制度は 2009 年の 7 月に活用が開始されたばか

りであり、省エネへの融資実績はまだない。 

「サステイナブル・ギャランティー・ファシリティー」は、民間企業が省エネ事業へ

の融資を銀行から取り付ける際に SLSEA が保証を提供する制度である。当制度の利用は

過去 2年間で 2件のみであり、活用件数の増加は見られない。現時点では銀行からの融

資を受けて省エネ事業を実施しようとする事業主の数が尐ないことが、同制度の利用数

が伸びないことの背景となっている。 

このように、2008 年以降、省エネを対象とした融資制度の活用状況に目覚ましい進

捗は見られない。 

(b) 省エネ機器を普及させるためのインセンティブ制度の導入の遅延 

以下に述べるように、省エネ機器を普及させるためのインセンティブ制度、および CFL

の配布のためのパイロット・プロジェクトはいずれも準備段階にあり、導入が急がれる。 

 CFL の免税制度 

エネルギー効率の高い CFL の普及のためのインセンティブ制度が検討されてきた。



これは、2009 年 7 月に導入された CFL のラベリング制度により、3 つ星以上と認定さ

れたエネルギー効率の高い CFL に課される付加価値税および輸入税を免除することに

より、販売価格を下げ、消費者の購買意欲を高め普及を促進する方策である。当免税

制度は 2009 年の初旬に内閣の承認が得られたが、同免税制度の実施により発生する正

負のインパクトを測定し、同免税制度導入が有意義なものあることを財務省に報告す

るという「条件付き承認」であった。このため現時点で免税制度の導入には至ってい

ない。 

 CFL の配布のためのパイロット・プロジェクト 

SLSEA は、CFL の普及率の低い低所得者層を対象に、CFL を割引価格で配布する事業

を将来全国で実施する計画を持っており、当プロジェクトでは、同事業の実施手法の有

効性を検証するためのパイロット・プロジェクトをランカ・エレクトリシティー・カン

パニー3の協力を得て実施するべく準備を進めている。 

 

③ 成果 3の達成状況 

公官庁・私企業、一般消費者、児童生徒を対象に、セミナー、トレーニング、新聞・

雑誌・ラジオなどを通じた省エネ啓蒙活動が実施された。そのうち、紅茶産業と国家上

下水道庁を対象に実施された啓蒙・トレーニングでは、啓蒙・トレーニングの後に各参

加団体が実施した省エネ事業に関して SLSEA によるフォローアップと効果測定が実施

されている（下表参照)。一方、一般消費者や公官庁、児童生徒を対象とした啓蒙活動

においては、その結果や効果が測定されておらず、中間レビューにおいても、これらの

啓蒙活動がどれだけ成果につながっているのか判断することができなかった。 

 

 

表 2： 紅茶産業と国家上下水道庁を対象に実施された啓蒙・トレーニングの実績 

対象 トレーニング実施日 参加

者数 

省エネ事業

実施団体数 

年次電力消費量に

占める節電量(%) 

年間節電量(kwh) 

紅茶 2008年 2月 12-15日 25 10 1.55~15.75 7,058~93,185 

 (合計 274,193) 

2008 年 7 月 7-11 日 27 5 3.2~8.66 11,016~61,180  

(合計 159,409) 

2008 年 9 月 7-11 日 24 フォローアップ中 

2009年 3月 23-25日 32 フォローアップ中 

国家上下

水道庁 

2009年 3月 30日～4

月 1日 

26 ７（完了） 

6(実施中) 

フォローアップ中 32,076~1,685,880  

(合計 2,456,271) 

（出所：プロジェクト・チーム提供資料） 

(2) プロジェクト目標の達成状況 

成果 1については、導入予定の諸制度がすべて 2010 年以内に導入される見込みがあり、

成果は遅延なく達成されつつあるといえるが、成果 2，3については制度や施策が準備中、

もしくは、一部しか活動の効果が測定されておらず、現時点では、活動が目に見える成果

につながっているとは言い難い。上位目標が協力期間内に達成される可能性はあるが、若

干の懸念事項があるため、楽観は禁物であるといえよう。 

 

 

                                                   
3 コロンボの郊外を中心に電力を供給するスリランカの電力会社のひとつ 



3-2. 評価結果の概要 

(1) 妥当性 

スリランカにおいて省エネは開発政策上の優先課題であり、今後の持続的な経済成長

のための緊急課題でもある。また日本は 2007 年に策定した「エネルギー基本計画」にお

いて省エネ対策普及促進への支援の必要性を指摘している。また、当プロジェクトで導

入予定の法制度の多くは、日本ですでに導入済みであること、日本および JICA は省エネ

に関するより豊かな経験と技術を持っていることから、技術協力をより効果的に実施す

ることができる。これらのことから当プロジェクト実施の妥当性は非常に高い。 

(2) 有効性 

前述のように、当プロジェクトの目標が協力期間内に達成される可能性はあるが、懸念

事項もいくつかある。一方、SLSEA が当プロジェクトの活動を実施するための法的権限を

十分に有していること、電力エネルギー省や SLSEA の幹部が当プロジェクトを積極的に支

援していること、プロジェクト活動の実施に関係機関が積極的に参加していること、プロ

ジェクト目標達成を阻害する特定の要因がないことなどから、当プロジェクトの有効性は

高いと判断する。 

(3) 効率性 

日本側の投入である専門家の派遣、機材の購入、本邦研修の実施、スリランカ側の投

入であるカウンターパートの配置、プロジェクト活動のローカルコストの負担、専門家

の執務室の整備等すべて計画通りであり、量・質・タイミングともに特に問題はない。

成果の達成状況に関しては、成果 1 については遅延なく達成されつつあるが、成果 2，3

については現時点で活動が目に見える成果につながっておらず、達成の可能性に関して

若干の懸念が残る。これらのことから当プロジェクトの効率性は中程度と判断する。  

(4) インパクト 

 現時点では当プロジェクトの実施による政策・環境・社会経済面などの正負のインパ

クトは特に発生していない。一方、「南アジア地域協力連合省エネ表示会議」や「CDM セ

ミナー」などプロジェクト・チームの尽力により省エネ関連のイベントがスリランカで

開催されたことは当プロジェクトの活動レベルの副次的な効果といえる。また、当プロ

ジェクトの効果が上位目標の実現に貢献する可能性はあるが、その貢献度についての判

断はまだ困難である。これらのことから、現時点で当プロジェクトのインパクトについ

て評価するのは時期尚早であり、今後に期待したい。 

(5) 自立発展性 

当プロジェクトは電力エネルギー省や SLSEA 幹部の強い支持を受けていること、省エ

ネはスリランカ政府の優先課題であることから、協力期間終了後も当プロジェクトの効

果継続への政策レベルの支援が継続する見込みがある。SLSEA は今後も省エネ推進のファ

シリテーターとしての役割を担い、スリランカ・エネルギー管理士協会（SLEMA）やスリ

ランカ標準機関（SLSI）、ESCO などの関連機関が施策実施において重要な役割を果たす予

定である。そのため、当プロジェクトによる諸制度・施策の導入により SLSEA の役割が

大幅に増加することはないと思われる。このことから、今後も SLSEA への適切な人材の

配置と予算配分が継続されるのであれば、当プロジェクトで生み出された効果を持続さ

せるにおいて、組織的・財政面の問題は当面ないと思われる。しかし、当プロジェクト

で作成中の「省エネ 10年計画」を将来本格的に実施するためには、石化燃料に対する「特

定財源税」の導入や「スリランカ持続可能エネルギー基金」の設立による独自財源の確

保が重要となる。なお、協力期間終了時には、SLSEA や関連機関の職員の技術レベルが当

プロジェクトの効果を持続させるに十分なものとなる見込みはあるが、今後も技術力向



上のためのトレーニング等を定期的に実施することが望ましい。これらのことから、当

プロジェクトの自立発展性は高いと判断する。 

3-3. 問題点および問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 「特定業種に関するエネルギー消費量ベンチマークの策定や見直しを行う」ことが

計画されていた。当初はこのベンチマークの順守を義務付ける予定であったが、い

くつかの業種のエネルギー消費量を調査した結果、同一業種でも各事業者のエネル

ギー消費量に大きなばらつきがあること、そのばらつきは事業内容の多様化を反映

するものであることなどがわかったため、義務付けは実施しないことになった。他

国においてもベンチマークの順守が義務付けられている例は尐ないことから、当初

の計画はやや合理性に欠けるものであったと考えられる。 

 当初、ESCO の認証制度の導入が活動として計画されており、また、ESCO の売り上げ

の増加や認証 ESCO の数が指標として挙げられていた。現在、スリランカにおいて

SLSEA には複数の ESCO が登録しているが、省エネ工事の実施や融資までを担当する

能力をもつ、いわゆる日本などにおけるESCOの定義に該当する団体は1社しかなく、

その他の多くの団体はエネルギー監査の実施が主な事業内容である。また ESCO の認

証制度は日本でも導入されていない。このような事態を勘案すると、前述の活動や

指標の設定はやや現実性に欠けるものであったと思われる。 

(2) 実施プロセスに関すること 

 プロジェクト・チームのチームワーク、意思決定プロセス、情報の共有化などに関す

る問題は特になく、JCC（ジョイント・コーディネーション委員会）は当事業の進捗管理

や上位レベルの意思決定において重要な役割を果たしている。また、上位機関や関係機

関が当プロジェクトに積極的に参加しており、当プロジェクトの実施プロセスに関する

問題は特にない。 

3-4. プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 

下記の PDM の項目について調査団が改訂を提案し、JCC にて承認された。 

(1) 上位目標の指標 

 「一次エネルギーに換算したエネルギー消費効率が 2017 年に 500toe/100 万 SDR に
向上する」を「商業エネルギーに換算したエネルギー消費効率が  2017 年

に1.8toe/100 万ルピーに向上する」に変更。当初の目標値がすでに 2007 年に達成

されたこと、バイオマスを含む一次エネルギーではなく商業エネルギーに注目し、
またSDR ではなくルピーで測定することが当プロジェクトの指標としてよりふさわ

しいことから。 

 「発電所の利用効率が毎年 1%向上する」を追加。スリランカの電力セクターにおけ

る最も深刻な問題である発電所の低利用効率の省エネによる改善が望まれることか

ら。 

(2) プロジェクト目標の指標 

 「ESCO の売り上げが 10％以上増加する」を「省エネへの投資額が毎年 10%以上増加

する」に変更。現在 ESCO が 1 社しかないことため、その売り上げを指標として用い

るのは不適当であり、また省エネへの投資額で測定するのが適当と思われることか

ら。 



 「一般家庭における CFL の使用率が 40％以上になる」を「都市・農村・農園いずれ

の地域においても、一般家庭の CFL の使用率（1世帯に CFL が 1 個でもあれば可）が

40％以上になる」と変更。SLSEA の調査によれば CFL の使用率は地域によってばらつ

きがあるが、すべての地域での普及拡大を目指す必要があることから３地域を特定

し、また、「使用率」の定義を明確にした。 

 「省エネ 10 年計画が電力エネルギー省に承認される」を追加。抜けていたと思われ

ることから。 

 

(3) 成果 1の指標 

 「優先度の高い 5 業種（紅茶製造業、縫製業、乾燥ココナツ製造業、ホテル、商業

ビル）にベンチマーク制度が導入される」を「月次エネルギー消費量が 25 万 kwh

を超える産業・商業・公的機関に対するエネルギー消費量の年次報告の義務付け制

度が導入される」に変更。上述のように、エネルギー消費の削減を指導するために、

ベンチマークの順守の義務付けに代わって、エネルギー消費量の年次報告の義務付

けが計画されていることから。 

 「エネルギー消費基準値」が分析され、毎年アップデートされる」を追加。ベンチ

マークの順守の義務付けに代わって、基準値に関する情報提供の実施が計画されて

いることから。 

 「ESCO が 3 団体以上、省エネコンサルタントが 6団体以上認証される」を削除。ESCO

の認証制度は設けないことから。 

(4) 成果 3の指標 

 「CFL に対する認知度が向上する」を「都市・農村・農園いずれの地域においても、

一般家庭の CFL の使用率（1 世帯に CFL が 1 個でもあれば可）が 40％以上になる」

に変更。より具体的な記述とする必要があることから。 

(5) 活動 

 「特定業種に関するエネルギー消費ベンチマークの策定や見直しを行う」を「エネ

ルギー消費基準値」が分析され、毎年アップデートされる」および「月次エネルギ

ー消費量が 25万 kwh を超える産業・商業・公的機関に対するエネルギー消費量の年

次報告の義務付け制度が導入される」に変更。ベンチマークの順守義務付けは導入

しないことから。 

 「エネルギー診断士、エネルギー管理者、ESCO の認証制度を導入する」を「エネル

ギー診断士とエネルギー管理士の認証制度を導入する」に変更。ESCO の認証制度は

導入しないこと及び文言の統一から。 

 「主要な機器（CFL、バラスト、天井扇風機）に関するインセンティブ制度を開発す

る」を「エネルギー効率の高い CFL に関するインティブ制度およびパイロット・プ

ロジェクトを開発する」に変更。現在、他の機器ではなく CFL の普及に集中するこ

とが必要かつ現実的であること、インセンティブ制度のみではなく、普及が遅れて

いる地域への CFL 配布を実現するためのパイロット・プロジェクトの必要性が認識

されたことから。 

 

 

 

3-5. 結論 

現在のところ当プロジェクトはある程度順調に進捗しているが、有効性、効率性、自立



発展性の面でいくつか留意点が認められた。SLSEA カウンターパート、JICA 専門家その他

のプロジェクト関係者は、後述の「提言」に十分留意しながら、今後も一層努力を続ける

ことにより、協力期間終了時にはすべての活動を終了させる必要がある。 

 

 

 

3-6. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) 省エネ融資制度の活用と開発 

 「環境対策支援事業 I」のリボルビング・ファンド制度が 2009 年 7 月より利用可能と

なっている。これまで実施された「環境対策支援事業」I および II の制度をレビュー

し、改善が必要な点があれば指摘し、今後、同リボルビング・ファンド制度を省エネ

事業に有効活用できるよう関係機関に働きかけることが望まれる。 

 プロジェクト・チーム、特に SLSEA のカウンターパートは、既存の省エネへの融資制

度に関して、事業主や銀行などの関係者への働き掛けをより積極的に行う必要がある。

その際は、制度を積極的に利用するよう意識付けをすることに加えて、各業種の省エ

ネ事業の成功事例や確立した省エネ技術を紹介することにより、事業者および銀行の

省エネ事業への理解と積極性を高めることが効果的である。 

 プロジェクト・チームは今後も引き続き、商工業セクターのみでなく、公官庁の省エ

ネ事業や省エネ機器購入を融資対象に含む新規融資制度の形成に積極的に取り組むよ

う期待される。なお、省エネ機器購入への融資に関しては、当該機器の省エネ表示の

義務付けと連携を図る必要がある。 

(2) インセンティブ制度の開発 

 CFL の付加価値税・輸入税免除の実現のため、税免除による正負のインパクトについて

の科学的な論拠を伴った説得力のある報告書を早急に作成する必要がある。2010 年に

は税免除が実施されるよう、2009 年末までに当該報告書を作成し財務省に提出すべく、

プロジェクト・チームの支援をうけ積極的に作業を進めるよう電力エネルギー省に期

待する。 

 CFL 配布のパイロット・プロジェクトが 2010 年初旬には開始され、協力期間終了まで

にその教訓を踏まえた CFL 配布の全国規模の事業が形成されるよう、同活動を積極的

に推進することが望まれる。 

(3) 啓蒙活動 

 一般消費者向けの啓蒙活動の効果のモニタリングを含め、啓蒙活動をより戦略的に実

施する必要がある。そのため例えば、CFL の省エネラベル義務付け制度を周知徹底する

ためのキャンペーンを実施する際には、ターゲットを絞ったキャンペーンを一定期間

実施した後、その効果を測定するインパクト・アセスメント調査を行い、その結果か

ら教訓を引き出し、教訓を踏まえて次回の戦略を立案する、などといった一連の施策

の実施が望ましい。施策の計画・立案が 2009 年末までに行われ、2010 年には実施の運

びとなるよう望まれる。 

 

 

 

 

3-8. 教訓（当該プロジェクトから導き出されたほかの類似プロジェクトの発掘・形成、実

施、運営管理に参考となる事柄） 



本邦研修の実施が当プロジェクトの円滑な実施に貢献しており、実施のタイミングや研

修対象者の選出方法は、他の類似プロジェクトの運営管理の参考になると思われる。具体

的には以下のとおり。 

 当プロジェクトの開始前に SLSEA の部長クラスの職員が本邦研修に参加し、省エネ

に関する法規制や諸施策に関する理解を深めていた。研修の成果を生かして SLSEA

が、計画されていた活動の準備を始めたり、部分的に実施したりしていたこと（ラ

ベリング制度の技術的検討や産業界へのトレーニングなど）、および研修を通じて

職員の意識が向上したことが、同機関のプロジェクトへの主体的な参加につながっ

ている。 

 当プロジェクトで2008年に実施された本邦研修では、電力エネルギー省の次官やSEA

会長を含むカウンターパート幹部職員が日本の省エネ政策や現状を視察した。当研

修がプロジェクト開始直後に実施され、また幹部レベルの職員が参加したことは、

プロジェクトの円滑な運営に大変効果的であった。特に当研修により、省エネ推進

に関する幹部レベルの職員の理解と積極性が深まり、意思決定や関係機関との調整

などプロジェクトが上位機関の関与を必要とする最に十分な支援が得られるように

なった。またカウンターパート幹部職員が研修を終えスリランカに帰国した直後に

JICA 専門家がタイミングよくスリランカに赴任し、両者がプロジェクトのフレーム

ワークや目的に関して討議を行い、意識の共有化を図ったうえでプロジェクト活動

を開始する運びとなったこともプロジェクト活動の円滑な進捗に寄与した。 

 

 

 

 
 


